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本報告書の調査は、本件航空事故に関し、運輸安全委員会設置法及び国際民間航空

条約第１３附属書に従い、運輸安全委員会により、航空事故及び事故に伴い発生した

被害の原因を究明し、事故の防止及び被害の軽減に寄与することを目的として行われ

たものであり、事故の責任を問うために行われたものではない。 
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本報告書本文中に用いる分析の結果を表す用語の取扱いについて 

 

本報告書の本文中「３ 分 析」に用いる分析の結果を表す用語は、次のとおりと

する。 

 

① 断定できる場合 

・・・「認められる」 

 

② 断定できないが、ほぼ間違いない場合 

・・・「推定される」 

 

③ 可能性が高い場合 

・・・「考えられる」 

 

④ 可能性がある場合 

・・・「可能性が考えられる」 

・・・「可能性があると考えられる」 
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航空事故調査報告書 

 

   所  属  日本航空株式会社 

   型  式  ボーイング式７７７－３００型 

   登録記号  ＪＡ８９４４ 

   事故種類  機体の動揺による客室乗務員の負傷 

   発生日時  平成３０年６月２４日 １５時５６分ごろ 

発生場所  宮城県栗原市の上空 ＦＬ３００ 

 

令和元年８月３０日 

運輸安全委員会（航空部会）議決 

委 員 長  武 田 展 雄（部会長） 

                           委   員  宮 下   徹 

                           委   員  柿 嶋 美 子 

                           委   員  丸 井 祐 一 

                           委   員  宮 沢 与 和 

                           委   員  中 西 美 和 

 

１ 調査の経過 

1.1 事故の概要 日本航空株式会社所属ボーイング式７７７－３００型ＪＡ８９４４は、平成 

３０年６月２４日（日）、同社の定期５１４便として、新千歳空港から東京国際

空港へ向け飛行中、機体が大きく動揺し、客室乗務員１名が転倒して負傷した。 

1.2 調査の概要 運輸安全委員会は、平成３０年６月２４日、本事故の調査を担当する主管調査

官ほか１名の航空事故調査官を指名した。事故機の設計・製造国であるアメリカ

合衆国に事故発生の通知をしたが、その代表等の指名はなかった。原因関係者か

らの意見聴取及び関係国への意見照会を行った。 

 

２ 事実情報 

2.1 飛行の経過 機長、副操縦士及び客室乗務員の口述並びに飛行記録装置（以下「ＦＤＲ」と

いう。）の記録によれば、飛行の経過は概略次のとおりであった。 

日本航空株式会社所属ボーイング式７７７－３００型ＪＡ８９４４は、平

成３０年６月２４日、機長ほか乗務員１１名、乗客５０３名、計５１５名が

搭乗し、同社の定期５１４便として、東京国際空港へ向け１５時１９分に新

千歳空港を離陸した。 

１３時４５分ごろ実施した飛行前ブリーフィングにおいて、運航乗務員

は、当日の飛行計画、気象状況・予報等について確認していた。飛行予定の

巡航高度（ＦＬ*1３００）には１,０００ftの高度差に対する６～９ktの風向

風速の変化を示す鉛直シアー（ＶＷＳ：Vertical Wind Shear）域の予報があ

り、さらに上空にはＦＬ３７０を中心とする最大風速約１５０ktのジェット

気流があって、時間の経過に伴い南下していた。また、同機の巡航予定経路

上における１２時４３分から１３時４３分までのＰＩＲＥＰ（パイロットか

ら通報された気象報告）による乱気流は弱（－）又はなし
．．

であったことか

                             
*1 「ＦＬ」とは、標準大気の圧力高度で、２９.９２inHg にセットしたときの高度計の指示（単位は ft）を１００で

除した数値で表される高度である。日本では通常１４,０００ft以上の飛行高度はＦＬが使用される。例として、ＦＬ

３００は高度３０,０００ft を表す。 
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ら、運航乗務員は、鉛直シアー域へ近づけば揺れは発生するが、始めの揺れ

は小さいだろうと考え、小さな揺れを感じたら、巡航高度を降下させ鉛直シ

アー域を回避すればよいと相互に確認した（図１参照）。また、運航乗務員

は飛行中に急な揺れが発生する可能性を考え、飛行前ブリーフィングにおい

て客室乗務員に対し巡航中の急な揺れに十分注意するよう指示し、離陸の 

５０分後からは急激な揺れがある可能性について周知していた。 

操縦室には、機長がＰＦ*2 として左操縦席に、副操縦士がＰＭ*2 として右

操縦席に着座していた。 

同機は、離陸上昇後、シートベルトサインが消灯し、客室乗務員は通常の

サービスを開始した。同機は巡航高度ＦＬ３００に達した。同機が宮城県上

空を巡航中、機長はランディングブリーフィングの準備のため一時的に副操

縦士とＰＦ、ＰＭを交代した。その直後、同機がやや大きく動揺したため、

運航乗務員は機体を降下させようと、管制機関とコンタクトを開始した。こ

のとき機体後方通路においてトレイを持って乗客の飲料容器を回収していた

客室乗務員は、同社の定めるマニュアルに従い、客席のアームレストをつか

もうとした。しかし、初めの動揺から約１５秒後に２度目のさらに大きな動

揺が発生し、客室乗務員はアームレストをつかむことができないまま、身体

に浮揚感を感じた後、転倒して足首を負傷した（図２、３参照）。 

２度目の動揺のときの同機の垂直加速度は、約３秒の間で、＋０.８２Ｇ

                             
*2 「ＰＦ」及び「ＰＭ」とは、２名で操縦する航空機における役割分担からパイロットを識別する用語である。ＰＦ

は、Pilot Flying の略で、主に航空機の操縦を行う。ＰＭは、Pilot Monitoring の略で、主に航空機の飛行状態のモ

ニター、ＰＦの操作のクロスチェック及び操縦以外の業務を行う。 

図１ 飛行前ブリーフィング時の鉛直予測図 

   （初期時刻０９時、予測対象時刻１７時） 
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から＋１.５０Ｇに増加後＋０.３１Ｇ

に減少し、さらに＋１.７１Ｇへ増加す

るという変動があった（図４参照）。

また、同機の機上気象レーダーにエ 

コーは表示されていなかった。 

同機は、離陸上昇後、動揺が発生す

るまで、安定した巡航であったことか

ら、シートベルトサインは消灯したま

まであった。動揺発生後すぐに、副操

縦士はシートベルトサインを点灯さ

せ、同機は、高度をＦＬ２６０へ降下

して飛行した。同機は１６時３４分、

東京国際空港に着陸した。 

 

本事故の発生場所は、宮城県栗原市（北緯３８度５０分３４秒、東経１４０度

５５分０３秒）の上空、ＦＬ３００で、発生日時は、平成３０年６月２４日、 

１５時５６分ごろであった。 

図３ 客室乗務員負傷位置図 図２ 推定飛行経路図 
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2.2 死傷者 重傷 客室乗務員１名（骨折） 

2.3 損壊 なし 

2.4 乗組員等 (1) 機長 男性 ４７歳 

定期運送用操縦士技能証明書（飛行機）    平成２０年１０月 ３ 日 

限定事項 ボーイング式７７７型      平成１０年１２月１０日 

    第１種航空身体検査証明書     有効期限：令和 元 年 ７ 月１３日 

    総飛行時間                   １０,４７５時間１４分 

同型式機による飛行時間            １０,０３７時間０２分 

(2) 副操縦士 男性 ４８歳  

事業用操縦士技能証明書（飛行機）      平成 ７ 年 ８ 月１８日 

図４ ＦＤＲの記録 
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限定事項 ボーイング式７７７型      平成２６年 １ 月 ８ 日 

計器飛行証明書                 平成 ８ 年 ６ 月２０日 

    第１種航空身体検査証明書     有効期限：平成３０年１１月 ９ 日 

    総飛行時間                   ９,３７３時間５８分 

同型式機による飛行時間             ２,７６９時間３６分 

2.5 航空機等  航空機型式：ボーイング式７７７－３００型、製造番号：２８３９６、 

製造年月日：平成１１年３月３０日 

耐空証明書：２００９－１７６号、有効期限：平成２１年１０月１日から航空

法第１１３条の２の許可に基づき承認された整備管理マニュアル（株式会社ＪＡ

Ｌエンジニアリング）の適用を受けている期間 

事故当時、同機の重量及び重心位置は、いずれも許容範囲内にあった。 

2.6 気象 (1) 天気概況 

平成３０年６月２４日１５時の

アジア太平洋地上天気図（抜粋）

（図５参照）によれば、オホーツ

ク海に中心を持つ低気圧から伸び

る寒冷前線が北日本を通過中で、

梅雨前線が日本の南海上に停滞し

ていた。 

(2) 毎時大気解析 

航空路断面における平成３０年

６月２４日１６時の毎時大気解析

図（図６参照）には、ＦＬ３７０

を中心とする最大風速約１５０kt

のジェット気流があり、事故発生場所付近において９～１２kt/１,０００ft

の鉛直シアー域が示されていた。 

 

図５ アジア太平洋地上天気図（抜粋） 

図６ 毎時大気解析図（航空路断面図） 
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(3) ＰＩＲＥＰ 

１３時から本事故発生時まで、事故が発生した空域において並以上の乱気

流との遭遇を示すＰＩＲＥＰはなかった。 

2.7 その他必要な

事項 

(1) 同社の定める動揺発生時に関するマニュアル 

同社のキャビンアテンダント・マニュアル・セーフティーには、動揺が発

生した時の措置として次の記述がある。（抜粋） 

    ・ ただちに近辺の空席に着席し、座席ベルトを着用する。近辺に空席が

ない場合は、座席やAssist Grip等の機体構造物につかまる。低く身構え

てArmrestを握る等により身体を保持し、自身の安全を確保する。 

(2) 晴天乱気流（Clear Air Turbulence） 

   「ＡＩＭ－Ｊ」（日本航空機操縦士協会、２０１９年前期版、項目番号 

８５４）及び「気象衛星画像の解析と利用－航空気象編－」（気象衛星セン

ター、平成１４年、Ｐ２７）によれば、晴天乱気流とは、晴天域又は巻雲域

で発生する乱気流で、深い気圧の谷の近傍やジェット気流及び前線面（安定

層）に伴って発生することが多い。巻雲域の特徴から視認できることもある

が、多くは視認できず気象レーダーにも映らないため、晴天の空域を飛行中

に突然遭遇する。 

   晴天乱気流の発生は時間的かつ空域的変化が非常に激しく、コクピットに

おける兆候として次のものが挙げられる。 

・ 風速が急激に変化 

・ １℃／分以上の気温変化 

・ デジタル外気温計の小数点第１位が不規則に変化 

・ パワーセット一定でマッハ数が不規則に変化 

・ 操縦桿の小刻みな震動 

 

３ 分析 

3.1 気象の関与 あり 

3.2 操縦者の関与 なし 

3.3 機材の関与 なし 

3.4 判明した事項

の解析 

(1) 飛行の経過から、同機の動揺はＦＤＲの記録にある垂直加速度の急激な変

化に対応するものと考えられる。この動揺により、客室後方付近においても

大きな垂直加速度の変動があったと考えられ、機体後方通路にいた客室乗務

員は、客席や機体構造物につかまることができないままに、身体に浮揚感を

感じた後、転倒して足首を骨折したものと推定される。 

(2) 同機の動揺は、ジェット気流の側縁を通過中に発生したと推定される。ま

た、ＦＤＲに記録された迎角、風向、風速及び外気温の急激な変化、毎時大

気解析図に鉛直シアー域が示されていたこと並びに機上気象レーダーにエ 

コーの表示がなかったことから、同機はジェット気流の側縁に発生した晴天

乱気流に遭遇したと推定される。 

(3) 同機が遭遇した晴天乱気流を発生させたジェット気流は、事故発生時、事

故発生空域において、飛行前ブリーフィング時における気象予報より強さを

増した鉛直シアー域を伴っていたと考えられる。 

(4) 運航乗務員が飛行前に確認した気象情報及びＰＩＲＥＰ並びに飛行中にお

ける機上気象レーダーの表示から、飛行経路上で飛行に影響を及ぼすほどの

強い乱気流に関する情報は確認されず、運航乗務員は強い乱気流に突然遭遇
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することを予想していなかったと考えられる。しかしながら、同機が飛行し

た時刻には、飛行経路上に予報より強まった鉛直シアー域が存在したため、

同機は晴天乱気流に遭遇したものと考えられる。 

(5) 運航乗務員は、飛行前ブリーフィングにおいて、客室乗務員に対し離陸の

５０分後からは急激な揺れに注意するよう指示をしていた。一方、鉛直シ 

アー域へ接近した際に発生する揺れは、始めは小さいと考え、小さな揺れを

感じたら、巡航高度を降下させ鉛直シアー域を回避すればよいと判断し、鉛

直シアーが予報されていた空域に同機が接近した際には、客室乗務員に対し

て改めて注意喚起を行わなかったものと推定される。 

   運航乗務員が、巡航中の揺れが予測できる場合など、客室乗務員に対して

運航の安全に関する情報を適宜提供することは、同様の事故を防ぐ上で有用

であると考えられる。 

 

４ 原因 

本事故は、同機がジェット気流の側縁を通過中、晴天乱気流に遭遇したため、機体が大きく動揺

し、機体後方通路にいた客室乗務員が転倒して、重傷を負ったものと推定される。 

同機が晴天乱気流に遭遇したことについては、同機の飛行経路上に運航乗務員が飛行前に確認した

予報よりも強まった鉛直シアー域が存在したことによるものと考えられる。 

 

５ 再発防止策 

同社は再発防止のため、次の対策を実施済みである。 

(1) 全運航乗務員に対し、本事例の経緯と以下の内容について周知を行い、ブリーフィングメモに

記載がない場合は、飛行計画は悪天を考慮したものではないことを再認識させた。 

  ① 自動作成された飛行計画における現行の選定高度は、最も効率的な飛行燃料となる高度が自

動選定される。 

  ② 運航管理者が手動により飛行計画上の高度を変更した場合には、その旨ブリーフィングメモ

に記載される。  

(2) 全客室乗務員に対し、本事故の概要と以下の内容について周知を行った。 

  ① 飛行中は常に揺れる可能性があるという心構えと揺れた際の行動をイメージしておくこと。 

  ② 状況に応じたサービスプランの設定、変更。 

  ③ 客室乗務員が負傷した場合の対応。 

(3) 客室乗務員から運航乗務員に対するシートベルトサイン点灯要請について、「シートベルトサ

インの運用に関するガイドライン」に追記した。 

(4) 客室乗務員の定期安全教育において、動揺に遭遇する内容の実技確認項目を追加。 

 


